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補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

地域脱炭素の推進の
ための交付金
【環境省】

民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体等に
対して交付金と交付し、複数年度にわたり継続的かつ包括的に
支援する。
①脱炭素先行地域の選定を受けた地方自治体等への支援
②重点対策加速化事業の選定を受けた地方自治体等への支援
③特定地域脱炭素移行加速化交付金
（自営線マイクログリッド事業交付金）

350億円
(200億円)

地方自治体等

太陽光発電
蓄電池
高効率空調
高効率換気等

脱炭素化推進事業
【総務省 地方債】

地球温暖化対策計画において、地方公共団体が率先的に取り組
むこととされている地方単独事業に対する支援
①太陽光発電等の再生可能エネルギー導入（新築・既築対象）
②公共施設等のZEB化（新築・既築対象）
③省エネ改修、LED照明の導入
④公用車における電動車の導入

事業費
1,000億円
(0※）

※公共施設等
適正管理事業
に包含

地方自治体

太陽光発電
高効率空調
高効率換気
LED照明
EMS 等

地域脱炭素実現に向けた
再エネの最大限導入のた
めの計画づくり支援事業

【環境省】

再エネの最大限の導入と、地域人材の育成を通じた持続可能で
レジリエントな地域づくりを支援
①地域再エネ導入を計画的・段階的に進める計画策定支援
②地域の脱炭素化実装加速化支援事業
③地域脱炭素化実装に向けた中核人材の確保・育成事業

8億円
(8億円)

地方自治体
民間事業者等

計画策定に対
する補助なの
で、設備に対
する補助は無
し

※（ ）内は2022年度当初予算額 2
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補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する公共施
設等への自立・分散型エネ
ルギー設備等導入推進事

業【環境省】

公共施設への再生可能エネルギー設備等の導入を支援
①再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コ
ジェネレーションシステム及びそれらの附帯設備（蓄電池、
充放電設備、自営線、熱導管等）並びに省CO2設備（高
機能換気設備）等を導入する費用の一部を補助。

②再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行う
事業の費用の一部を補助

20億円
（20億円）

地方自治体
民間事業者
（共同申請の
場合のみ）

太陽光発電
蓄電池
LED照明
高効率空調
EMS 等

民間企業等による再エネ
主力化・レジリエンス強化

促進事業
【環境省】

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進。
①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格
低減促進事業

②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業
③再エネ主力化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
④データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業

42.6億円
（38億円）

民間事業者等

太陽光発電
蓄電池
ソーラーカー
ポート 等

需要家主導による太陽光
発電導入促進補助金
【経済産業省】

再エネ利用を希望する需要家が、発電事業者や需要家自ら太陽
光発電設備を設置し、 FIT/FIP制度・自己託送によらず、再エネ
を長期的に利用する契約を締結する場合等の、太陽光発電設備
の導入を支援。2023年度からは、新たに蓄電池併設型の設備導
入について支援を拡充。

105億円
（125億円）

民間事業者等
太陽光発電
蓄電池

※（ ）内は2022年度当初予算額 3
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補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

建築物等の脱炭素化・
レジリエンス強化促進事業

【環境省】

業務用建築物におけるZEB化・省CO2化のための高効率設備等
の導入を支援
①新築建築物のZEB化支援事業
②既存建築物のZEB化支援事業
③既存建築物における省CO2改修支援事業
④国立公園利用施設等の脱炭素化推進支援事業 等

58.94億円
（59億円)

地方自治体
民間事業者等

高効率空調
高効率換気
太陽光発電
EMS 等

住宅・建築物需給一体型
等省エネルギー投資促進

事業
【経済産業省】

大幅な省エネ実現と再エネの導入により、年間の一次エネルギー消
費量の収支ゼロを目指したZEH、ZEB等への支援
①ZEHの実証支援
②ZEBの実証支援

ZEBの設計ノウハウが確立されていない民間の大規模建築物
（新築:1万㎡以上、既築:2千㎡以上）について、 先進的な技術
等の組み合わせによるZEB化の実証を支援
③次世代省エネ建材の実証支援

68億円
(81億円) 民間事業者等

LED照明
高効率空調
太陽光発電
EMS等

先進的省エネルギー投資
促進支援事業費補助金

【経済産業省】

工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備
への更新等を支援
①先進事業
②オーダーメイド事業
③エネルギー需要最適化対策事業
※指定設備導入事業は2022年度第2次補正予算で実施される
ため、本予算では対象外

261億円
(253億円)

民間事業者
地方自治体等 EMS等

※（ ）内は2022年度当初予算額 4
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補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

工場・事業場における先導
的な脱炭素化取組推進
事業（SHIFT事業）

【環境省】

工場・事業場における脱炭素化のロールモデルとなる、意欲的CO2
削減目標・計画を策定し、省CO2型設備更新、電化・燃料転換、
運用改善をパッケージで実施し、CO2を絶対量で着実に削減する
取組を支援
①CO2削減計画策定支援
②省CO2型設備更新支援
③企業間連携先進モデル支援

36.85億円
(37億円)

民間事業者等
高効率空調
EMS 等

クリーンエネルギー自動車
の普及に向けた充電・
充てんインフラ等導入

促進補助金
【経済産業省】

①充電インフラ整備事業等
電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の充電設備の購入費
及び工事費や、V2H充放電設備の購入費及び工事費、外部給
電器の購入費を補助
②水素充てんインフラ整備事業
燃料電池自動車等の普及に不可欠な水素ステーションの整備費及
び運営費を補助

100億円
（新規）

民間事業者
個人等

ELSEEV
V2H等

※（ ）内は2022年度当初予算額 5
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補助事業一覧

補助事業名称 事業内容 予算案 補助対象 関連設備

公立学校施設の整備
【文部科学省】

新しい時代の学びを⽀える安全・安⼼な教育環境の実現を支援
①新時代の学びに対応した教育環境向上と老朽化対策の一体的
整備の推進

②防災・減災、国土強靱化の推進
・避難所としても防災機能強化（トイレ改修等）
③脱炭素化の推進
・学校施設のZEB化
（LED照明、高効率空調、太陽光発電等）

687億円
(687億円）

地方自治体
太陽光発電
LED照明
高効率空調等

国立大学・高専等
施設整備

【文部科学省】

第５次国⽴⼤学法⼈等施設整備５か年計画に基づき、国⽴⼤学
等施設の戦略的リノベーションによる⽼朽改善を⾏い、教育研究
環境の機能強化を図るとともに、施設の⻑寿命化、2050年カー
ボンニュートラルに向けた脱炭素化を促進
①安全・安心な教育研究環境の整備
②イノベーション拠点の強化等
③カーボンニュートラルに向けた取組

363億円
(363億円）

国立大学
高専 等

太陽光発電
LED照明
高効率空調等

※（ ）内は2022年度当初予算額 6
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地域脱炭素の推進のための交付金

●「⺠間と共同して取り組む地方公共団体を支援」という事業内容となり、民間事業者等との連携が必要。
●「特定地域脱炭素移⾏加速化交付⾦」が新たな事業として追加

7
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地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の事業内容

●「公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る」が明記
●「⺠間裨益型⾃営線マイクログリッド事業」が新たに追加

8
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●「公共施設等適正管理事業」に含まれていた「脱炭素化事業」が単独事業として創設
●再生可能エネルギーやZEB化は改築だけでなく、新築も対象

地方債 「脱炭素化推進事業」 9
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地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業

●地方自治体での再エネ導入計画策定、公共施設等再エネ導入調査、地域再エネ事業の体制づくり等を支援
●脱炭素先行地域づくり応募の計画づくりや、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金計画づくり等に活かせる事業

10
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地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業のうち

①地域再エネ導入を計画的・意欲的に進める計画策定支援
●地域の再エネ目標と意欲的な脱炭素の取組の検討による計画策定を支援
●公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査を支援 等

11
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地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

●公共施設（防災拠点、避難施設等）への再生可能エネルギー設備等の導入を支援
●都道府県・指定都市の公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限定

12
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

●民間事業者・団体等が対象。
●（2）の事業にソーラーカーポートが含まれます

13
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

①ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業
●自家消費型の太陽光発電設備＋蓄電池（V2H充放電設備含む）導入に対する補助
●蓄電池の導入は必須、太陽光発電の発電電力を系統に逆潮流しないものに限定

14
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

②新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業
●ソーラーカーポートの設置に対する補助（補助率1/3）※コスト要件有り
●民間事業者・団体等が対象

15
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

③再エネ主⼒化に向けた需要側の運転制御設備等導入促進事業
●スマート街路灯やソーラー街路灯の計画策定や導入に対して支援
●民間事業者・団体等が対象

16
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民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業のうち

④データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス強化促進事業
●データセンターの再エネ活用等によるゼロエミッション化・レジリエンス強化に向けた取組を⽀援
●民間事業者、団体等が対象

17
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需要家主導による太陽光発電導入促進事業

●民間企業等の太陽光発電設備設置に対する補助で、FIT/FIPの非活用、非自己託送等の付加条件あり
●2023年度からは、新たに蓄電地併用型も補助対象

18
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

●地方自治体、民間事業者等の新築建築物・既存建築物のZEB化に対する補助
●地方自治体、民間事業者等の既存建築物の省CO2改修事業等に対する補助

19
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

①新築建築物のZEB化支援事業
●都道府県、指定都市、中核市、施⾏時特例市は対象外（概算要求とは条件が変更）
●地方自治体の建築物は10,000㎡以上が対象、民間事業者の建築物は10,000㎡未満が対象

20
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建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

②既存建築物のZEB化支援事業
●都道府県、指定都市、中核市、施⾏時特例市は対象外（概算要求とは条件が変更）
●地方自治体の建築物は2,000㎡以上が対象、民間事業者の建築物は2,000㎡未満が対象

21

概算要求では
人口20万人
未満のみ対象
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22補助対象外の自治体：指定都市、中核市、施行時特例市一覧

出典：総務省 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/chihou-koukyoudantai_kubun.html

( )は人口
万人

指定都市
（人口50万以上の市のうちから

政令で指定）

中核市
（人口20万以上の市の申出に基づき

政令で指定）

施行時特例市
（特例市制度の廃止（平成27年4月
1日施行）の際、特例市であった市）

北海道 札幌（197） 旭川（32）、函館（25）

東北 仙台（109）
いわき（33）、郡山（32）、秋田（30）、盛岡
（28）、福島（28）、青森（27）、山形（24）
八戸（22）

首都圏
横浜（377）、川崎（153）
さいたま（132）、千葉（97）
相模原（72）

船橋（64）、川口（59）八王子（57）、宇都宮
（51）、柏（42）、横須賀（38）、高崎（37）
川越（35）、前橋（33）、越谷（34）、水戸
（27）、甲府（18）

所沢（34）、平塚（25）、草加
（24）、茅ヶ崎（24）、つくば（24）
大和（23）、春日部（22）、厚木
（22）、太田（22）、伊勢崎（21）
熊谷（19）、小田原（18）

北陸 新潟（78） 金沢（46）、富山（41）、福井（26） 長岡（26）、上越（18）

中部圏 名古屋（233）、浜松（79）
静岡（69）

豊田（42）、岐阜（40）、一宮（38）、岡崎
（38）、長野（37）、豊橋（37）、松本（24）

四日市（30）、春日井（30）
富士（24）、沼津（18）

近畿圏 大阪（275）、神戸（152）
京都（146）、堺（82）

姫路（53）、東大阪（49）、西宮（48）、尼崎
（45）、枚方（39）、豊中（40）、吹田（38）
和歌山（35）、奈良（35）、高槻（35）、大津
（34）、明石（30）、八尾（26）、寝屋川（22）

茨木（28）、加古川（26）
宝塚（22）、岸和田（19）

中国 広島（120）、岡山（72） 倉敷（47）、福山（46）、下関（25）、呉（21）
松江（20）、鳥取（18）

四国 松山（51）、高松（41）、高知（32）

九州 福岡（161）、北九州（93）
熊本（73）

鹿児島（59）、大分（47）、長崎（40）、宮崎
（40）、久留米（30）、佐世保（24）、那覇(31) 佐賀市（23）

合計 20市 62市 23市

※赤字は人口20万人未満だが対象外
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●既存建築物の省CO2改修事業を支援
●民間建築物、テナントビルを所有する法人・地方自治体等が補助対象

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

③既存建築物における省CO2改修支援事業 23
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●国立公園内の宿舎事業者、休憩所事業者、博物展示事業者等の脱炭素化を促進する事業
●高効率空調、太陽光発電設備、EV充放電設備等が補助対象

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち

④国立公園利用施設の脱炭素推進支援事業 24



© Panasonic Corporation

住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業

●ZEBは民間の大規模建築物（新築１0,000㎡以上、既築２,000㎡以上）のみが対象
●地方自治体の建物は対象外

25
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先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金補助金

●指定設備導入事業は2022年度第2次補正予算で実施されるため、本予算では対象外
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工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（SHIFT事業）

●CO2削減計画策定支援補助率が従来の1/2から3/4に増加
●省CO2型設備更新支援に、C.中小企業事業が追加
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クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導入促進補助金

●充電インフラ（V2H、急速充電器、普通充電器）等に対して補助
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公立学校施設の整備

●公立学校等の長寿命化、ZEB化、高効率空調・LED照明・太陽光発電設備等の導入に対する補助
●特別支援学校の教室不足解消を含む事業、断熱性が確保された体育館への空調設置について補助率を引上げ
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国立大学・高専等施設整備

●カーボンニュートラルに向けた取組として、ZEB化を推進するための先導モデル事業に対して補助
●高効率空調の整備等の省エネへの取組みに対して補助

30
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END
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